































という疑問も相当以前から提起されてきた。代表的な主張としては、民法 466 条 2 項ただ
し書は悪意の譲受人に対して債務者の履行拒絶の抗弁権を認めたものにすぎず、特約違反
の譲渡も完全に有効であるとみる債権的効果説や譲渡禁止特約によって守られる利益の内






























































































































































































定以後 100 年以上の間に債権譲渡の取引形態が抜本的に変化した事態を直視し、民法 466
条・467 条を根本的に見直し、現代化する必要性があると説いている。すなわち単発の既
発生個別債権の譲渡という古典的な事例をモデルにする場合と、現代社会で主流となって
いる集合債権・将来債権の譲渡をモデルにする場合とで、債権の譲渡性制限に関する特約
をどう法律構成すべきか、第三者対抗要件制度をどのように構築すべきかについて、基本
発想が根本的に変わる必要がある。情報伝達方法の大転換も無視することができない。従
来の物権的効果説が前提とする特約の絶対的効力を見直し、相対的効力に留めるべきだと
いう基本方針を支持している。
もっとも、相対的効力の中身については複数の規律可能性が存在する。中間試案へと結
実した立場（民法（債権関係）部会分科会資料２で提示された【Ｂ案】）とは別の形による
相対的効力の規制（同分科会資料２で提示された【Ａ案】）が望ましかったという評価をし
ている。すなわち特約によって保護される債務者の利益は弁済の相手方を固定することに
尽きるという捉え方は狭く、誰が新たな債権者になるのかどうかを選択する利益を債務者
が追求する場合もありうることから、中間試案には債権譲渡の過程に債務者が関与する可
能性を過剰に制約しているという問題点が存在することを指摘している。
第三章においては、将来債権譲渡後に譲渡人が債務者と締結した特約の効力について具
体的な提言を行っている。
将来債権譲渡の効力に関して、最判平成 19・2・15は、譲渡される債権が未発生であっ
ても、その債権の処分行為は発生前の時点で観念され、将来債権の譲渡契約時に譲渡の効
果が生じているため、第三者対抗要件の具備時点から譲渡の効果が確定的なものとなると
いう判断を示した。同判決の考え方との整合性にも配慮しつつ、債務者が特約によって追
8求する利益をどこまで保障すべきか、という観点から試論を展開している。その際に、第
二部におけるドイツ法の検討では手薄であった、将来債権譲渡に関する比較法研究を補足
するとともに、ドイツ法の議論を参考にしつつも、日本法との体系的な相違である将来債
権譲渡の法律関係の捉え方や対抗要件制度の存否にも配慮した利益調整の必要性を強調し
ている。すなわち、特約によって弁済の相手方を固定ないし選択したいという債務者の利
益を尊重して、債務者は特約を譲受人に対抗できるのが原則であるが、将来債権譲渡につ
き債務者対抗要件が具備された時点以降に締結された特約は対抗できない、という形での
調整がもっとも穏当であると考える。
